
（単位 ： 千円）

【資産の部】 【負債の部】
固定資産 99,529,274 固定負債 12,379,947
有形固定資産 93,726,268 地方債 9,294,875
事業用資産 57,798,073 ※ 長期未払金 8,133
土地 50,171,321 退職手当引当金 3,076,939
立木竹 - 損失補償等引当金 -
建物 18,603,075 その他 -
建物減価償却累計額 △ 12,106,906 流動負債 2,551,145
工作物 1,136,002 1年内償還予定地方債 1,689,832
工作物減価償却累計額 △ 503,897 未払金 6,055
船舶 - 未払費用 -
船舶減価償却累計額 - 前受金 -
浮標等 - 前受収益 -
浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 361,763
航空機 - 預り金 493,495
航空機減価償却累計額 - その他 -
その他 - 14,931,092
その他減価償却累計額 - 【純資産の部】
建設仮勘定 498,476 固定資産等形成分 101,960,968

インフラ資産 35,687,421 ※ 余剰分（不足分） △ 13,523,003
土地 27,958,976
建物 611,541
建物減価償却累計額 △ 231,919
工作物 22,109,697
工作物減価償却累計額 △ 14,904,710
その他 -
その他減価償却累計額 -
建設仮勘定 143,835

物品 1,016,697
物品減価償却累計額 △ 775,923

無形固定資産 14,948
ソフトウェア 14,948
その他 -

投資その他の資産 5,788,058
投資及び出資金 323,978
有価証券 -
出資金 323,978
その他 -

投資損失引当金 -
長期延滞債権 347,889
長期貸付金 23,556
基金 5,106,612
減債基金 -
その他 5,106,612

その他 -
徴収不能引当金 △ 13,977

流動資産 3,839,782
現金預金 1,289,364
未収金 113,850
短期貸付金 -
基金 2,431,693
財政調整基金 2,431,693
減債基金 -

棚卸資産 5,720
その他 -
徴収不能引当金 △ 845 88,437,965

103,369,056 103,369,056 ※

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

資産合計 負債及び純資産合計

貸借対照表（一般会計等）
(令和５年３月３１日現在）

科目 金額 科目 金額

負債合計

純資産合計



（単位 ： 千円）

経常費用 31,634,375 ※
業務費用 16,375,029
人件費 5,992,746
職員給与費 3,485,379
賞与等引当金繰入額 361,763
退職手当引当金繰入額 362,146
その他 1,783,458

物件費等 9,476,964
物件費 8,292,761
維持補修費 129,624
減価償却費 1,044,717
その他 9,862

その他の業務費用 905,319 ※
支払利息 35,726
徴収不能引当金繰入額 3,349
その他 866,245

移転費用 15,259,345 ※
補助金等 4,725,697
社会保障給付 7,600,603
他会計への繰出金 2,925,475
その他 7,572

経常収益 1,201,517 ※
使用料及び手数料 680,696
その他 520,820

純経常行政コスト 30,432,858
臨時損失 21,291
災害復旧事業費 -
資産除売却損 21,291
投資損失引当金繰入額 -
損失補償等引当金繰入額 -
その他 -

臨時利益 6,222
資産売却益 6,222
その他 -

純行政コスト 30,447,927

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

行政コスト計算書（一般会計等）
自　令和４年４月１日　

至　令和５年３月３１日

科目 金額



前年度末純資産残高 86,985,996 100,665,990 △ 13,679,994

純行政コスト（△） △ 30,447,927 △ 30,447,927

財源 31,862,833 31,862,833

税収等 18,709,992 18,709,992

国県等補助金 13,152,841 13,152,841

本年度差額 1,414,906 1,414,906

固定資産等の変動（内部変動） 1,257,915 △ 1,257,915

有形固定資産等の増加 3,646,043 △ 3,646,043

有形固定資産等の減少 △ 2,733,165 2,733,165

貸付金・基金等の増加 1,408,745 △ 1,408,745

貸付金・基金等の減少 △ 1,063,708 1,063,708

資産評価差額 - -

無償所管換等 24,625 24,625 -

その他 12,438 12,438 -

本年度純資産変動額 1,451,969 1,294,978 156,991

本年度末純資産残高 88,437,965 101,960,968 △ 13,523,003

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

純資産変動計算書（一般会計等）
自　令和４年４月１日　

至　令和５年３月３１日

科目 合計 固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

（単位 ： 千円）



（単位 ： 千円）

【業務活動収支】
業務支出 30,470,983
業務費用支出 15,211,638
人件費支出 5,877,420
物件費等支出 8,432,247
支払利息支出 35,726
その他の支出 866,245

移転費用支出 15,259,345 ※
補助金等支出 4,725,697
社会保障給付支出 7,600,603
他会計への繰出支出 2,925,475
その他の支出 7,572

業務収入 32,182,636
税収等収入 18,690,512
国県等補助金収入 12,327,298
使用料及び手数料収入 680,696
その他の収入 484,130

臨時支出 -
災害復旧事業費支出 -
その他の支出 -

臨時収入 -
業務活動収支 1,711,653
【投資活動収支】
投資活動支出 3,053,105
公共施設等整備費支出 1,978,272
基金積立金支出 1,049,833
投資及び出資金支出 -
貸付金支出 25,000
その他の支出 -

投資活動収入 1,613,109
国県等補助金収入 825,543
基金取崩収入 748,158
貸付金元金回収収入 25,000
資産売却収入 14,408
その他の収入 -

投資活動収支 △ 1,439,996
【財務活動収支】
財務活動支出 1,722,204
地方債償還支出 1,722,204
その他の支出 -

財務活動収入 1,175,400
地方債発行収入 1,175,400
その他の収入 -

財務活動収支 △ 546,804
本年度資金収支額 △ 275,147
前年度末資金残高 1,071,015
本年度末資金残高 795,869 ※

前年度末歳計外現金残高 461,937
本年度歳計外現金増減額 31,558
本年度末歳計外現金残高 493,495
本年度末現金預金残高 1,289,364

※ 下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。

資金収支計算書（一般会計等）
自　令和４年４月１日　
至　令和５年３月３１日

金額科目



a 
有
形
固
定
資
産
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

b 
有
形
固
定
資
産
の
行
政
目
的
別
明
細

（
単
位
：
千
円
）

57
,7
98
,0
73

50
,1
71
,3
21

-

6,
49
6,
16
9

63
2
,1
06

- - - -

49
8
,4
76

35
,6
87
,4
21

27
,9
58
,9
76

37
9
,6
22

7,
20
4,
98
8 -

14
3
,8
35

24
0
,7
74

93
,7
26
,2
68

附
属
明
細
書

ア
.貸
借
対
照
表
の
内
容
に
関
す
る
明
細

（
ア
）
資
産
項
目
の
明
細

区
分

前
年
度
末
残
高

（
A
）

本
年
度
増
加
額

（
B
）

本
年
度
減
少
額

（
C
）

本
年
度
末
残
高

（
A
)＋
（
B
)-
（
C
)

（
D
）

本
年
度
末

減
価
償
却
累
計
額

（
E
)

本
年
度
償
却
額

（
F
)

差
引
本
年
度
末
残
高

（
D
)－
（
E
)

（
G
)

 事
業
用
資
産

70
,6
44
,5
11

1,
96
8,
14
1

2,
20
3
,7
77

7
0,
40
8,
87
5

12
,6
10
,8
0
2

4
56
,0
17

5
7,
79
8,
07
3

　
  
土
地

51
,8
19
,8
62

6,
22
2

1,
65
4
,7
62

5
0,
17
1,
32
1

-
-

50
,1
71
,3
2
1

-
-

　
　
建
物

17
,3
70
,4
65

1,
37
6,
00
1

14
3,
39
1

18
,6
03
,0
75

12
,1
0
6,
90
6

4
00
,8
86

6,
49
6
,1
69

　
　
立
木
竹

-
-

-
-

-

55
,1
30

63
2,
10
6

　
　
船
舶

-
-

-
-

-
-

-

　
　
工
作
物

1,
00
5,
96
1

13
0,
04
2

-
1,
13
6,
00
2

50
3,
89
7

-
-

　
　
航
空
機

-
-

-
-

-
-

-

　
　
浮
標
等

-
-

-
-

-

-
-

　
　
建
設
仮
勘
定

44
8
,2
24

45
5
,8
76

40
5
,6
24

49
8
,4
76

-
-

49
8,
47
6

　
　
そ
の
他

-
-

-
-

-

50
7
,0
01

35
,6
87
,4
2
1

　
　
土
地

26
,2
38
,1
95

1,
73
3,
22
5

-
27
,9
58
,9
76

-
-

27
,9
58
,9
76

 イ
ン
フ
ラ
資
産

48
,7
67
,4
33

2,
10
2,
43
6

4
5,
81
9

5
0,
82
4,
04
9

15
,1
36
,6
2
8

27
,9
00

37
9,
62
2

　
　
工
作
物

21
,8
69
,3
12

26
3,
24
9

2
2,
86
4

2
2,
10
9,
69
7

14
,9
04
,7
1
0

4
79
,1
00

7,
20
4,
98
8

　
　
建
物

61
1
,5
41

-
-

61
1,
54
1

23
1
,9
19

-
-

　
　
建
設
仮
勘
定

48
,3
85

10
5,
96
2

10
,5
11

14
3,
83
5

-
-

14
3
,8
35

　
　
そ
の
他

-
-

-
-

-

73
,6
77

24
0,
77
4

合
計

12
0
,4
07
,4
82

4
,0
99
,2
4
1

2
,2
57
,1
0
2

12
2,
24
9
,6
21

28
,5
23
,3
53

1,
03
6,
69
4

93
,7
26
,2
68

 物
品

99
5
,5
39

28
,6
65

7,
50
7

1,
01
6,
69
7

77
5,
92
3

消
防

総
務

合
計

 事
業
用
資
産

3,
66
8,
30
3

38
,4
13
,3
03

3,
09
2,
06
3

2,
12
4,
28
7

27
,1
66

19
3,
04
3

区
分

生
活
イ
ン
フ
ラ
・

国
土
保
全

教
育

福
祉

環
境
衛
生

産
業
振
興

10
,2
79
,9
08

　
　
土
地

2,
92
5,
59
7

34
,8
79
,6
91

1,
05
5,
89
4

1,
88
5,
10
8

-
26
,0
60

9,
39
8
,9
72

-
-

　
　
建
物

69
4
,3
65

2,
90
1,
94
0

1
,9
04
,0
2
2

14
7,
07
4

27
,1
66

91
,4
50

7
30
,1
52

　
　
立
木
竹

-
-

-
-

-

75
,5
34

15
0,
78
4

　
　
船
舶

-
-

-
-

-
-

-

　
　
工
作
物

48
,3
41

15
6,
32
6

10
9
,0
16

92
,1
05

-

-
-

　
　
航
空
機

-
-

-
-

-
-

-

　
　
浮
標
等

-
-

-
-

-

-
-

　
　
建
設
仮
勘
定

-
47
5,
34
6

23
,1
30

-
-

-
-

　
　
そ
の
他

-
-

-
-

-

-
25
1,
36
6

　
　
土
地

7,
18
6,
27
7

-
-

20
,7
72
,6
99

-
-

-

 イ
ン
フ
ラ
資
産

14
,3
29
,7
38

-
-

21
,1
06
,3
17

-

-
25
0,
55
2

　
　
工
作
物

6,
87
3,
54
8

-
-

3
30
,6
26

-
-

8
14

　
　
建
物

12
9
,0
70

-
-

-
-

-
-

　
　
建
設
仮
勘
定

14
0
,8
43

-
-

2
,9
92

-
-

-

　
　
そ
の
他

-
-

-
-

-

47
,3
07

1
7,
07
7

合
計

18
,0
90
,1
15

38
,4
66
,6
42

3,
10
3,
12
0

2
3,
25
0,
52
5

27
,1
66

2
40
,3
50

1
0,
54
8,
35
1

 物
品

92
,0
74

5
3,
33
8

1
1,
05
7

1
9,
92
2

0



c
 投
資
及
び
出
資
金
の
明
細

市
場
価
格
の
あ
る
も
の

（
単
位
：
千
円
）

銘
柄
名

株
数
・
口
数
な
ど

（
A
）

時
価
単
価

（
B
）

貸
借
対
照
表
計
上
額

（
A
）
×
（
B
)

（
C
)

取
得
単
価

（
D
)

取
得
原
価

（
A
）
×
（
D
)

（
E
)

評
価
差
額

（
C
）
－
（
E
)

（
F
)

（
参
考
）
財
産
に
関
す
る

調
書
記
載
額

-
-

-
-

-
-

-
-

合
計

-
-

-
-

-
-

-

市
場
価
格
の
な
い
も
の
の
う
ち
連
結
対
象
団
体
（
会
計
）
に
対
す
る
も
の

（
単
位
：
千
円
）

相
手
先
名

出
資
金
額

（
貸
借
対
照
表
計
上
額
）

（
A
)

資
産
（
B
)

負
債
（
C
)

純
資
産
額

（
B
）
－
（
C
)

（
D
)

資
本
金

（
E
)

出
資
割
合
（
％
）

（
A
）
/
（
E
)

（
F
)

実
質
価
額

（
D
)×
（
F
)

（
G
)

投
資
損
失
引
当
金

計
上
額

（
H
)

（
参
考
）
財
産
に
関
す
る

調
書
記
載
額

国
立
市
土
地
開
発
公
社

8
,0
0
0

2
9
3
,4
8
8

2
7
2
,0
3
4

2
1
,4
5
4

8
,0
0
0

1
0
0
%

2
1
,4
5
4

-
8
,0
0
0

く
に
た
ち
文
化
・
ス
ポ
ー
ツ
振

興
財
団

3
0
0
,0
0
0

3
8
2
,6
5
1

5
8
,5
7
3

3
2
4
,0
7
8

3
0
0
,0
0
0

1
0
0
%

3
2
4
,0
7
8

-
3
0
0
,0
0
0

社
会
福
祉
法
人
く
に
た
ち

子
ど
も
の
夢
・
未
来
事
業
団

3
,0
0
0

6
0
8
,1
7
4

1
6
1
,2
5
0

4
4
6
,9
2
4

3
,0
0
0

1
0
0
%

4
4
6
,9
2
4

-
3
,0
0
0

合
計

3
1
1
,0
0
0

1
,2
8
4
,3
1
3

4
9
1
,8
5
7

7
9
2
,4
5
6

3
1
1
,0
0
0

-
7
9
2
,4
5
6

-
3
1
1
,0
0
0

市
場
価
格
の
な
い
も
の
の
う
ち
連
結
対
象
団
体
（
会
計
）
以
外
に
対
す
る
も
の

（
単
位
：
千
円
）

相
手
先
名

出
資
金
額

（
A
)

資
産
（
B
)

負
債
（
C
)

純
資
産
額

（
B
）
－
（
C
)

（
D
)

資
本
金

（
E
)

出
資
割
合
（
％
）

（
A
）
/
（
E
)

（
F
)

実
質
価
額

（
D
)×
（
F
)

（
G
)

強
制
評
価
減

（
H
)

貸
借
対
照
表
計
上
額

（
Ａ
）－
（
Ｈ
）

（
Ｉ）

（
参
考
）
財
産
に
関
す
る

調
書
記
載
額

東
京
都
し
ご
と
財
団

4
,0
0
0

2
2
,9
9
5
,3
2
8

2
2
,4
5
9
,8
4
4

5
3
5
,4
8
4

-
-

-
-

4
,0
0
0

4
,0
0
0

暴
力
団
追
放
都
民
セ
ン
タ
ー

3
,5
9
3

3
,3
1
7
,0
5
5

3
,2
8
4

3
,3
1
3
,7
7
1

-
-

-
-

3
,5
9
3

3
,5
9
3

東
京
都
農
業
信
用
基
金
協
会

1
4
0

2
0
5
,5
3
9
,2
0
3

1
9
6
,8
5
9
,4
7
7

8
,6
7
9
,7
2
6

6
,2
1
4
,0
0
0

0
.0
0
2
%

1
9
6

-
1
4
0

1
4
0

東
京
都
農
林
水
産
振
興
財
団

1
,1
4
5

1
5
,3
0
3
,7
0
9

1
,4
2
5
,8
9
2

1
3
,8
7
7
,8
1
7

-
-

-
-

1
,1
4
5

1
,1
4
5

地
方
公
共
団
体
金
融
機
構

4
,1
0
0

2
4
,5
5
6
,3
2
9
,0
0
0

2
4
,1
6
2
,3
8
2
,0
0
0

3
9
3
,9
4
6
,0
0
0

1
6
,6
0
2
,0
0
0

0
.0
2
5
%

9
7
,2
8
8

-
4
,1
0
0

4
,1
0
0

合
計

1
2
,9
7
8

2
4
,8
0
3
,4
8
4
,2
9
5

2
4
,3
8
3
,1
3
0
,4
9
7

4
2
0
,3
5
2
,7
9
8

2
2
,8
1
6
,0
0
0

-
9
7
,4
8
4

-
1
2
,9
7
8

1
2
,9
7
8



d 
基
金
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

種
類

現
金
預
金

有
価
証
券

土
地

そ
の
他

合
計

（
貸
借
対
照
表
計
上
額
）

（
参
考
）
財
産
に
関
す
る

調
書
記
載
額

財
政
調
整
基
金

7
3
1
,6
9
4

-
-

1
,7
0
0
,0
0
0

2
,4
3
1
,6
9
4

2
,4
3
1
,6
9
4

土
地
開
発
基
金

1
7
9
,1
7
5

-
-

2
7
2
,0
3
4

4
5
1
,2
0
9

4
5
1
,2
0
9

公
共
料
金
支
払
基
金

1
1
0
,0
0
0

-
-

-
1
1
0
,0
0
0

1
1
0
,0
0
0

職
員
退
職
手
当
基
金

1
5
6
,7
7
0

-
-

-
1
5
6
,7
7
0

1
5
6
,7
7
0

公
共
施
設
整
備
基
金

1
,7
2
3
,4
5
9

-
-

-
1
,7
2
3
,4
5
9

1
,7
2
3
,4
5
9

高
齢
者
福
祉
基
金

2
5
1
,1
5
1

-
-

-
2
5
1
,1
5
1

2
5
1
,1
5
1

国
立
駅
周
辺
整
備
基
金

2
1
7
,4
9
5

-
-

-
2
1
7
,4
9
5

2
1
7
,4
9
5

道
路
及
び
水
路
の
整
備
基
金

6
8
2
,8
8
7

-
-

-
6
8
2
,8
8
7

6
8
2
,8
8
7

母
子
家
庭
等
の
自
立
及
び
子
育
ち
支
援
基
金

6
7
,2
1
2

-
-

-
6
7
,2
1
2

6
7
,2
1
2

企
業
誘
致
促
進
基
金

1
1
,1
7
1

-
-

-
1
1
,1
7
1

1
1
,1
7
1

く
に
た
ち
未
来
基
金

3
2
7
,1
1
8

-
-

-
3
2
7
,1
1
8

3
2
7
,1
1
8

Ｒ
Ｈ
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
育
成
基
金

8
9
,0
5
6

-
-

-
8
9
,0
5
6

8
9
,0
5
6

青
少
年
育
英
基
金

8
0
,3
6
2

-
-

-
8
0
,3
6
2

8
0
,3
6
2

谷
保
の
原
風
景
保
全
基
金

2
2
8
,9
4
0

-
-

-
2
2
8
,9
4
0

2
2
8
,9
4
0

都
市
計
画
事
業
基
金

6
8
3
,5
4
4

-
-

-
6
8
3
,5
4
4

6
8
3
,5
4
4

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
基
金

1
4
,1
2
7

-
-

-
1
4
,1
2
7

1
4
,1
2
7

森
林
環
境
基
金

1
2
,1
1
1

-
-

-
1
2
,1
1
1

1
2
,1
1
1

合
計

5
,5
6
6
,2
7
2

-
-

1
,9
7
2
,0
3
4

7
,5
3
8
,3
0
6

7
,5
3
8
,3
0
6

ｅ
　
貸
付
金
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金

計
上
額

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金

計
上
額

社
会
福
祉
法
人

く
に
た
ち
子
ど
も
の
夢
・
未
来
事
業
団

2
3
,5
5
6

-
-

-
2
3
,5
5
6

合
計

2
3
,5
5
6

-
-

-
2
3
,5
5
6

相
手
先
名
又
は
種
別

長
期
貸
付
金

短
期
貸
付
金

（
参
考
）

貸
付
金
計



ｆ 
長
期
延
滞
債
権
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

ｇ
 未
収
金
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

相
手
先
名
又
は
種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金
計
上
額

相
手
先
名
又
は
種
別

貸
借
対
照
表
計
上
額

徴
収
不
能
引
当
金
計
上
額

【
貸
付
金
】

【
貸
付
金
】

-
-

-
-

-
-

小
計

-
-

小
計

-
-

【
未
収
金
】

【
未
収
金
】

税
等
未
収
金

税
等
未
収
金

　
　
市
民
税

1
7
,8
2
3

　
　
市
民
税

3
5
,6
5
3

　
　
固
定
資
産
税

6
,6
0
3

　
　
固
定
資
産
税

1
2
,8
6
4

　
　
都
市
計
画
税

1
,4
4
5

　
　
都
市
計
画
税

2
,8
1
2

　
　
軽
自
動
車
税

8
7
7

　
　
軽
自
動
車
税

6
2
4

そ
の
他
の
未
収
金

そ
の
他
の
未
収
金

　
　
生
活
保
護
費
等
返
還
金
等

3
0
5
,4
7
7

8
,1
3
9

　
　
生
活
保
護
費
等
返
還
金
等

4
7
,8
5
8

-

　
　
保
育
所
保
育
料
等

1
5
,6
6
4

-
　
　
保
育
所
保
育
料
等

6
,9
2
0

-

　
　
そ
の
他

-
-

　
　
そ
の
他

7
,1
1
9

-

小
計

3
4
7
,8
8
9

1
3
,9
7
7

小
計

1
1
3
,8
5
0

8
4
5

合
計

3
4
7
,8
8
9

1
3
,9
7
7

合
計

1
1
3
,8
5
0

8
4
5

5
,8
3
8

8
4
5



（
イ
）
負
債
項
目
の
明
細

a 
地
方
債
（
借
入
先
別
）
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

う
ち
翌
年
度
償
還

【
通
常
分
】

9
,0
0
1
,4
2
3

1
,2
5
2
,6
0
5

1
,1
0
9
,7
3
8

3
9
5
,3
4
0

4
,4
9
7
,8
1
1

2
,9
9
8
,5
3
4

　
　
総
務
債

1
,6
9
2
,1
9
8

2
2
9
,1
2
6

-
-

3
5
9
,5
8
8

1
,3
3
2
,6
1
0

　
　
民
生
債

8
1
6
,3
2
0

6
9
,3
8
4

1
3
,8
0
0

1
8
,3
5
0

6
8
0
,4
0
1

1
0
3
,7
6
9

　
　
衛
生
債

4
9
,0
0
6

6
,8
8
1

-
-

4
5
,9
3
8

3
,0
6
8

　
　
農
林
債

8
,6
2
5

1
,4
3
8

-
-

8
,6
2
5

-

　
　
土
木
債

4
,3
5
9
,9
4
7

5
8
9
,9
7
1

6
0
7
,1
6
0

2
2
9
,2
2
0

2
,2
0
7
,2
3
1

1
,3
1
6
,3
3
6

　
　
消
防
債

1
2
9
,7
4
0

3
2
,7
2
0

-
9
7
,7
0
0

3
2
,0
4
0

-

　
　
教
育
債

1
,9
4
5
,5
8
7

3
2
3
,0
8
5

4
8
8
,7
7
8

5
0
,0
7
0

1
,1
6
3
,9
8
8

2
4
2
,7
5
1

【
特
別
分
】

1
,9
8
3
,2
8
4

4
3
7
,2
2
7

4
6
9
,3
0
5

-
1
,5
1
3
,9
7
9

-

　
　
減
税
補
塡
債

1
2
1
,3
9
9

4
9
,5
8
2

1
2
1
,3
9
9

-
-

-

　
　
臨
時
税
収
補
塡
債

-
-

-
-

-
-

　
　
臨
時
財
政
対
策
債

1
,8
2
1
,0
2
6

3
7
9
,3
1
6

3
4
7
,9
0
6

-
1
,4
7
3
,1
2
0

-

　
　
そ
の
他

4
0
,8
5
9

8
,3
2
9

-
-

4
0
,8
5
9

-

合
計

1
0
,9
8
4
,7
0
7

1
,6
8
9
,8
3
2

1
,5
7
9
,0
4
3

3
9
5
,3
4
0

6
,0
1
1
,7
9
0

2
,9
9
8
,5
3
4

b 
地
方
債
（
利
率
別
）
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

地
方
債
残
高

1
.5
％
以
下

1
.5
％
超

2
.0
％
以
下

2
.0
％
超

2
.5
％
以
下

2
.5
％
超

3
.0
％
以
下

3
.0
％
超

3
.5
％
以
下

3
.5
％
超

4
.0
％
以
下

4
.0
％
超

1
0
,9
8
4
,7
0
7

1
0
,0
7
9
,6
9
4

9
0
5
,0
1
3

-
-

-
-

-

c
 地
方
債
（
返
済
期
間
別
）
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

地
方
債
残
高

１
年
以
内

１
年
超

２
年
以
内

２
年
超

３
年
以
内

３
年
超

４
年
以
内

４
年
超

５
年
以
内

５
年
超

1
0
年
以
内

1
0
年
超

1
5
年
以
内

1
5
年
超

2
0
年
以
内

2
0
年
超

1
0
,9
8
4
,7
0
7

1
,6
8
9
,8
3
2

1
,6
1
3
,3
7
7

1
,5
1
1
,8
3
1

1
,3
3
6
,6
1
1

1
,1
5
6
,2
3
5

2
,7
8
4
,2
2
5

6
2
2
,9
9
3

2
4
0
,1
2
3

2
9
,4
8
0

d 
特
定
の
契
約
条
項
が
付
さ
れ
た
地
方
債
の
概
要

特
定
の
契
約
条
項
が

付
さ
れ
た
地
方
債
残
高

該
当
な
し

そ
の
他

契
約
条
項
の
概
要

-

区
分

当
期
末
残
高

政
府
資
金

地
方
公
共
団
体

金
融
機
構

市
中
銀
行



e
 引
当
金
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

目
的
使
用

そ
の
他

徴
収
不
能
引
当
金

1
8,
71
2

3
,3
4
9

7
,2
3
9

-
1
4,
82
2

賞
与
等
引
当
金

3
56
,7
4
7

3
61
,7
6
3

3
56
,7
4
7

-
3
61
,7
6
3

退
職
手
当
引
当
金

2
,9
66
,6
3
0

3
62
,1
4
6

2
51
,8
3
7

-
3,
07
6,
9
39

合
計

3
,3
42
,0
8
9

7
27
,2
5
8

6
15
,8
2
3

-
3,
45
3,
5
24

区
分

前
年
度
末
残
高

本
年
度
増
加
額

本
年
度
減
少
額

本
年
度
末
残
高



イ
.行
政
コ
ス
ト
計
算
書
の
内
容
に
関
す
る
明
細

（
ア
）
補
助
金
等
の
明
細

（
単
位
：
千
円
）

区
分

名
称

相
手
先

金
額

支
出
目
的

下
水
道
事
業
会
計
補
助
金

国
立
市
下
水
道
事
業
会
計

5
4
6
,2
6
6
総
務
省
繰
入
基
準
に
基
づ
き
、
企
業
債
償
還
及
び
建
設
改
良

等
に
係
る
費
用
に
つ
い
て
の
補
助
金

谷
保
駅
ホ
ー
ム
ド
ア
設
置
支
援
事
業
補
助

金
東
日
本
旅
客
鉄
道
株
式
会
社

3
8
,6
6
6
谷
保
駅
の
ホ
ー
ム
ド
ア
整
備
費
用
に
つ
い
て
の
補
助
金

特
定
緊
急
輸
送
道
路
沿
道
建
築
物

補
強
設
計
助
成
金

沿
道
建
築
物
所
有
者

1
4
,6
5
2
特
定
緊
急
輸
送
道
路
の
沿
道
建
築
物
の
所
有
者
に
対
す
る

耐
震
補
強
設
計
費
用
に
つ
い
て
の
補
助
金

そ
の
他

-
1
,7
3
0
-

計
6
0
1
,3
1
4

都
消
防
委
託
金

東
京
消
防
庁

9
6
3
,5
1
2
消
防
事
務
(火
災
、
救
急
、
災
害
活
動
等
)に
係
る
費
用
の
委

託
金

電
力
・
ガ
ス
・
食
料
品
等
価
格
高
騰
緊
急
支

援
給
付
金

受
給
対
象
者

3
9
8
,4
0
0
電
力
・
ガ
ス
・
食
料
品
等
の
価
格
高
騰
を
踏
ま
え
た
住
民
税
非

課
税
世
帯
等
に
対
す
る
給
付
金

施
設
型
給
付
費

認
定
こ
ど
も
園
・
幼
稚
園

3
2
4
,6
2
0
保
育
・
教
育
の
内
容
充
実
を
図
る
た
め
の
負
担
金

下
水
道
事
業
会
計
負
担
金

国
立
市
下
水
道
事
業
会
計

2
9
9
,9
2
1
総
務
省
繰
入
基
準
に
基
づ
き
、
雨
水
処
理
に
係
る
費
用
に
つ

い
て
の
補
助
金

住
民
税
非
課
税
世
帯
等
に
対
す
る
臨
時
特

別
給
付
金

受
給
対
象
者

2
2
3
,2
0
0
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
影
響
の
長
期
化
に
伴
う
住

民
税
非
課
税
世
帯
等
に
対
す
る
給
付
金

多
摩
川
衛
生
組
合
負
担
金

多
摩
川
衛
生
組
合

2
1
3
,3
9
7
国
立
市
、
府
中
市
、
稲
城
市
、
狛
江
市
で
構
成
さ
れ
る
多
摩

川
衛
生
組
合
運
営
の
た
め
の
負
担
金

東
京
た
ま
広
域
資
源
循
環
組
合
負
担
金

東
京
た
ま
広
域
資
源
循
環
組
合

1
5
9
,1
7
7
東
京
た
ま
広
域
資
源
循
環
組
合
運
営
の
た
め
の
負
担
金

そ
の
他

-
1
,5
4
2
,1
5
6
-

計
4
,1
2
4
,3
8
3

合
計

4
,7
2
5
,6
9
7

他
団
体
へ
の
公
共
施
設
等
整
備
補
助
金
等

（
所
有
外
資
産
分
）

そ
の
他
の
補
助
金
等



ウ．純資産変動計算書の内容に関する明細
（ア）財源の明細 （単位：千円）

会 計 区 分 金 額

15,570,829

2,380,418

175,472

195,176

127,050

63,015

116,229

8,961

413

72,429

18,709,992

国 庫 支 出 金 129,779

都 支 出 金 695,764

計 825,543

国 庫 支 出 金 7,528,369

都 支 出 金 4,798,929

計 12,327,298

13,152,841

31,862,833

一般会計

税収等

地 方 税

税 関 連 交 付 金

分 担 金 及 び 負 担 金

地 方 交 付 税

地 方 譲 与 税

地 方 特 例 交 付 金

寄 附 金

合 計

交 通 安 全 特 別 交 付 金

他 会 計 繰 入 金

小 計

国県等補助金

資本的
補助金

経常的
補助金

小 計

財源の内容

新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス 感 染 症 対 策
地 方 税 減 収 補 塡 特 別 交 付 金



国
県
等
補
助
金

地
方
債

税
収
等

そ
の
他

純
行
政
コ
ス
ト

3
0
,4
4
7
,9
2
7

1
2
,3
2
7
,2
9
8

7
5
,1
8
3

1
5
,8
6
5
,3
0
4

2
,1
8
0
,1
4
2

有
形
固
定
資
産
等
の
増
加

3
,6
4
6
,0
4
3

8
2
5
,5
4
3

1
,1
0
0
,2
1
7

4
7
,6
5
1

1
,6
7
2
,6
3
2

貸
付
金
・
基
金
等
の
増
加

1
,4
0
8
,7
4
5

-
-

1
,0
7
4
,8
3
3

3
3
3
,9
1
2

そ
の
他

-
-

-
-

-

合
計

3
5
,5
0
2
,7
1
5

1
3
,1
5
2
,8
4
1

1
,1
7
5
,4
0
0

1
6
,9
8
7
,7
8
8

4
,1
8
6
,6
8
6

エ
．
資
金
収
支
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令和 4年度 国立市一般会計等財務書類注記 

 

1 重要な会計方針 

(1) 有形固定資産等の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

ア 昭和 59 年度以前に取得したもの・・・・・・・・・・・再調達原価 

ただし、道路、河川及び水路の敷地は、備忘価額 1円としています。 

イ 昭和 60 年度以後に取得したもの 

取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・・・取得原価 

取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価 

ただし、取得原価が不明な道路、河川及び水路の敷地は、備忘価額 1円としています。 

 

② 無形固定資産・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・取得原価 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得原価が判明しているもの・・・・・・・・・・・・・取得原価 

取得原価が不明なもの・・・・・・・・・・・・・・・・再調達原価 

 

(2) 有価証券等の評価基準及び評価方法 

① 出資金 

ア 市場価格のあるもの・・・・・・・・・・・・・・・・会計年度末における市場価格 

（売却原価は移動平均法により算定） 

イ 市場価格のないもの・・・・・・・・・・・・・・・・出資金額 

 

(3) 棚卸資産の評価基準及び評価方法  

    個別法による低価法 

 

(4) 有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・・・・定額法 

なお、主な耐用年数は、次のとおりです。 

 建物    3 年～50 年 

 工作物    8 年～60 年 

 物品    2 年～20 年 

 

② 無形固定資産（リース資産を除きます。）・・・・・・・・定額法 

  （ソフトウェアについては、当市における見込利用期間（5年）に基づく定額法によっています。） 

 

③ 所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が 1 年以内のリース取引及びリース契

約 1件当たりのリース料総額が 300 万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

  ・・・・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

(5) 引当金の計上基準及び算定方法 

① 徴収不能引当金 

未収金については、過去 5年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

長期延滞債権については、過去 5年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

長期貸付金については、過去 5年間の平均不納欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。 

 

② 退職手当引当金 

期末自己都合要支給額を計上しています。 

 

③ 賞与等引当金 

翌年度 6 月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それ



ぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 

 

(6) リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1年以内のリース取引及びリース料総額が 300 万円以 

下のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行います。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行います。 

 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行います。 

 

(7) 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（国立市資金管理方針において、歳計現金等の保管方法と 

して規定した預金等をいいます。） 

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。 

 

(8) その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額又は見積価格が 50 万円（美術品は 300 万円）以上の場合に資産として計上してい 

ます。ソフトウェアについても、物品の取扱いに準じています。 

 

② 資本的支出と修繕費の区分基準 

資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が 60 万円未満であるとき、又は固定資産の取得価額等のお

おむね 10％相当額以下であるときに修繕費として処理しています。 

 

2 重要な会計方針の変更等 

 

該当する事項はありません。 

 

3 重要な後発事象 

 

該当する事項はありません。 

 

4 偶発債務 

 

(1) 保証債務及び損失補償債務負担の状況 

他の団体の金融機関等からの借入債務等に対し、保証を行っています。 

団体名 確定債務額 履行すべき額が確定していない

損失補償債務等 

総額 

損失補償等引

当金計上額 

貸借対照表未

計上額 

社会福祉法人くにた

ち子どもの夢・未来事

業団 

― ― 96,647 千円 96,647 千円 

計 ― ― 96,647 千円 96,647 千円 

 

5 追加情報 

(1) 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は、次のとおりです。 



一般会計 

 

② 地方自治法第 235 条の 5 の規定に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出納整理期間にお

ける現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数としています。 

 

③ 千円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

④ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における健全化判断比率の状況は、次のとおりです。 

 

実質赤字比率      - 

連結実質赤字比率    - 

実質公債費比率    1.7% 

将来負担比率      - 

 

⑤ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額            - 

 

⑥ 繰越事業に係る将来の支出予定額                   10,655 千円 

 

(2) 貸借対照表に係る事項 

① 売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

売却可能資産の範囲は、翌年度予算において、財産収入として措置されている公共資産としています。 

今年度は、該当する資産はありません。 

 

② 基金借入金（繰替運用） 

会計年度末における基金借入金（繰替運用）はありません。 

 

③ 地方交付税措置のある地方債のうち、将来の普通交付税の算定基礎である基準財政需要額に含まれることが 

見込まれる金額                              8,405,965 千円 

 

④ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律における将来負担比率の算定要素は、次のとおりです。 

 

標準財政規模                                               16,601,555 千円 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額         1,147,969 千円 

将来負担額                                                 18,443,311 千円 

充当可能基金額                                              7,274,772 千円 

特定財源見込額                                              5,474,119 千円 

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額                8,405,965 千円 

 

⑤ 地方自治法第 234 条の 3 の規定に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務金額 

該当ありません。 

 

(3) 純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上しています。 

 

② 余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

③ その他 

該当する事項はありません。 

 

(4) 資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支 



業務活動収支（支払利息支出を除く。） 1,747,379 千円 

投資活動収支（基金積立金支出及び基金取崩収入を除く。） △1,138,321 千円 

基礎的財政収支 609,058 千円 

 

② 一時借入金 

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は、含まれていません。 

なお、一時借入金の限度額及び利子額は、次のとおりです。 

一時借入金の限度額                                       3,000,000 千円 

一時借入金に係る利子額                                        4 千円 

 

③ 重要な非資金取引 

重要な非資金取引は、以下のとおりです。 

新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額        5,087 千円 

有形固定資産の無償取得                         24,625 千円 

有形固定資産の交換           1,640,305 千円 


